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まえがき

株式会社 三砧コンサルタンツは､社団法人 海外農業開発コンサルタンツ協会の援助を

得て､平成9年10月1日から10月12日までの12日間にわたり､インド国の農業農村

開発に関するプロジェクトファインデイング調査を行った｡

中国に次(･世界第2の濯概大国インドでは､濯就農地面墳が第2次世界大戦前の2,000万

baから1994年の4,800万baへと急速な拡大を遂げた｡しかし時として1地区当りの面積が数十

万haにも及ぶインドの大規模潅概地区では､長大な水路システムに起因して末端部での適

時･適量かつ公平な給水が難しく､結果的に不完全な濯漉に起因する耕作放棄や塩害等､農

地の環境劣化も多く認められる｡

同時に､新たに造成された水利施設の維持管理は政府機関に膨大な財政負担を強いる結果

となり､このことから政府は水管理業務の農民への移譲を重要な政策課題としているが､不

安定な給水の現状では､農民サイドは管理移譲に消極的な姿勢を示さざるを得ないのが目下

の状況である｡

一方､全体農地面積17,000万haのうち､濯漉施設をもたない約7割強の農地では､不安定
な天水に依存する農業が今も行われており､そのことが農村部の貧困の一因をなすとともに､

土壌侵食や地力の低下等の環境劣化の原因ともなっている｡

このような濯概地域､天水地域の双方に認められる給水の不安定性は､単に農業生産の低

さを意味するだけではなく､肥料や改良品種の導入､あるいは､より高い収入を約束する新

たな作物の導入や､農村部における各種の資本投下に対しても､農民が消極的にならざるを

得ない遠因となっており､ひいてはインドの農業近代化と農村経済の活性化を阻害するもと

となっている｡

したがって貧困にあえ(･インド農村の現状を改善し､持続的な生産･生活環境を維持する

上で､安定的かつ農民の自由裁量でコントロール可能な農業用水を確保することが､そもそ

もの出発点となる｡用水の安定供給を前提として､農民は初めて自主的な営農改善意欲を高

め､結果として､よ.り高収入に結びつく多様な営農形態の展開と､農産加工等を含む農村経

済の活性化が可能となる｡それはインドの農村において､持続的な生産と生活の場を維持し

ていく上での出発点でもある｡

本件調査は以上のような基本認識に基づき､既存の大規模水路濯概地区における用水安定

の方策として､水理学的な小ユニット化を目指す調整施設の新設を提案し､同時に天水農業

地域における既存事業の改善方策を検討するための情報収集､ならびに現地調査を実施した｡

インドの農業農村を舞台にその経済活性化を図り､かつ持続的な生産･生活環境の改善を

目指すという大命題からすれば､今回の調査はいわば､その端緒をなすものにすぎない｡し

たがって､今後これを契機とした数々のフォロー調査が実施され､近い将来､ここに記述し

た構想が日本政府の協力案件として取り上げられ､インドの農業農村の発展に対する我が国

の貢献の一助ともなれば､望外の幸せである｡

平成9年10月

株式会社 三砧コンサルタンツ

取締役社長 久 野 格 彦
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A.インド国 潅概改善による農村経済活性化総合計画



国名：　インド 案件名：　潅漑改善による農村経済活性化総合計画





)



1.調査の背景

中国に次(･世界第2の濯親犬国インドでは､濯漉農地面積が第2次世界大戦前の2,000万ha

から1994年の4,800万baへと急速な拡大を遂げ､農地全体(17,000万ba)に占める濯概農地の

比率も28.3Xの高率を示している(注;世界全体では17.3%)■｡しかし時として1地区当りの
面積が数十万haにも及ぶインドの大規模濯漉地区では,長大な水路システムに起因して末端

部での適時･適量かつ公平な給水が難しく､結果的に不完全濯漉による耕作放棄や塩害等､

農地の環境劣化が多く認められる｡

同時に､新たに造成された水利施設の維持管理は政府機関に膨大な財政負担を強いる結果

となり､このことから政府は水管理業務の農民への移譲を重要な政策課題としているが､不

安定な給水の現状では､農民サイドは管理移譲に応じることに消極的である｡また給水の不

安定性に起因して､農民は肥料や改良品種の導入にも消極的な姿勢を示し､そのことがイン

ドの農業近代化と農村経済の活性化を阻害する大きな要因となっている｡

したがって濯概農業を中核とした農村経済の活性化を図る上で､安定的かつ農民の自由裁

量でコントロール可能な濯混用水の確保がそもそもの出発点となる｡このことにより､濯漉

農業における農民の自主的な営農改善意欲が高まり､結果として限られた水の有効利用と､

より高収入に結びつく多様な営農体系(農産加工等を含む)の展開が期待される｡

このような背景からインド政府は新規に開発された大規模濯混の改善と機能強化のため､

種々の政策を展開してきた｡その代表的なものが国家水管理事業(National Water

地皿agement Project -NWMP)と､濯概地域再開発事業(CoDJAand
Area Development

prograJune ･一略称CAD)である｡ CAl)は濯概システムの最末端ユニットであるチャック(40ha

の水口から下流)単位に圃場内水路新設､補強等のハード面の改善と､農民水利組織の育成
等､ソフト面の強化事業を併せ行う事業で､ 1974年に開始され､ 1996-97年現在までに203の

事業が22の州で実施されており､事業対象総面積は約2,200万haにのぽる｡ (資料68一群しく

は後述)
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図 A-1全国の潅概地域再開発事業数の異境

しかし､このような改善事業にもかかわらず､チャック地点よりも上流部の長大な水路シ

ステムには調整機能がなく､かつ取水に有利な上流部での過剰取水や水路途中での漏水等の

ため､末端部の農民は依然として水量の絶対的不足､および適時性を欠いた不安定な給水状

態を余儀なくされており､夜間濯概が恒常化している.このような状況下では､農業生産拡
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大のための肥料等生産材の積極的投入や作物の多様化などはリスクが大きすぎるとして､農

民は従来どおりの低生産性モノカルチャー的な農業に甘んじ､したがって膨大な濯漉投資に

もかかわらず低所得の現状から抜け出せない現状にある｡

このような大規模満濃農業のもつ問題を解消するためには､給水が数十ないし数百キロも

上流の取水エからスタートし調整不可能な''Floy"として圃場にいたる現状を抜本的に改変す

ることが必要である｡具体的には､可能なかぎり圃場に近い給水点を実現するための新たな

施設として､水路システムの適正な分岐地点に調整池を設ける等を検討することが必要であ

る｡これらの追加施設により､いわば｢FloyのStock化｣あるいは｢水理学的な意味での大規

模濯概地区の小規模集団化｣を実現し､末端部での給水条件を飛躍的に安定化させることは､

大規模濯漉地域の農業を現状の後進性から脱皮させ､革民のインセンティプに基づいた農村
経済の活性化を促すための出発点となるものである｡

以上のことから､今回､北部インドの大規模水路濯概地区がかかえる問題点を把挺するた

めの情報収集を行い､あわせてウツタ-ルアラデシュ州(平坦地形の代表)とマデアプラデ
シュ州(丘陵地形の代表)において､それぞれ上ガンガ地区とハラリ地区の現地調査を実施

した｡

2.調査地域の概要

2-1.気象と農業

インドの農業は古くから6月-9月のモンスーンの降雨に依存してきた｡降雨は東部のベン

ガル地方で多く1,400皿から1,600皿の年間量であり､西に行くにしたがって降雨は少なくな

る.ニューデリー周辺では800皿程度で､更に西部のパンジヤプ地方では半乾燥地帯に入る｡

図 A-2 年間降雨のパターン(事例)

インドの耕作期は雨期作(Kharif:6/7月-10/11月)と乾期作(Rabi:10/11月-4/5月)に分
かれる｡雨期作の代表的な作物は水稲で､乾期作は小麦である｡主要な穀倉地帯である北イ

ンド地方の作物カレンダーを図A-3に示す｡
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図 A-3 北インドにおける一般的な作物カレンダー

インド全体での1992年の耕作面積は136百万haで､国土面積の44%に当たる｡耕作地と休閑

地､耕作放棄地あるいは草地等を含めた農用適地は64%を占めている｡森林は国土の22%を

占め,市街地等の非農地は14%となっている｡ (資料3)

インドの総人口は1991年に8億4,630万人で､過去30年間の人口増加率は年2 %を上回る｡

したがって1991年現在の国民人口1人当りの純耕作地面積0.16baは､今後人口増加とともに

更に狭小化していくことが予想される｡

インド全体の農業労働人口は1億8,530万人で､労働人口全体(3億l,470万人)の59%が農
業に依存している｡農業労働人口のうち農地を持つ耕作者は60%で､残り40%8ま土地を持たな

い農業労働者となっており､他の途上国と較べても非常に高い率を示す｡したがって耕作者

1人当りの耕作地面積は1.23haであるが､土地無し農民を含めた農業労働者全休で見たとき

の1人当り耕作地面積は0.73baとなる｡ (資料42を参照)
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図 A-4 インド全休の土地利用状況

耕作地面積はマデイヤプラデシュ州が最大で1,930万baを占めており､マハラシュトラ州､

りタルプラデシュ州､ラジャスタン州がこれに次いで1,500万baを超える等､全体として北部

および中部諸州に集中している｡特に水路濯概を中心とした大規模潅概地域は､北部諸州に集

中している｡中でもりタルプラデシュ州の濯混農地面積は1､000万haを超え､インド全体の濯

混農地面積(4,500万ha)のl/4近くを占める｡また農地濯概率は乾燥地のパンジャブ州で圧倒

的に高く､ 90%の農地が濯剖如こより維持されている｡ (資料1)

インドの主要作物の生産状況を表A-1に示す｡水稲生産が1番多く4,300万baで作付けされて

おり､油脂作物,豆類､小麦がこれに続く｡インド農業の地理的分布を概観すると､東経80

度線を墳に西は畑作地帯､東は稲作地帯とみなすことができる｡畑作地帯はさらに北部の小

麦地帯と南部の雑穀地帯に区分される(資料2 1)
｡作物別濯概率はサトウキビ､小麦が圧

倒的に高く85%以上を示す｡水稲は約50%の濯概率で､残り半分は天水稲作である｡

表 A-1インドの主要作物生産状況

作物 面積 生産量 収量 濯教卒

(百万ha) (百万t) (tnla) (%)

栄 42.91 79.62 1.855 48.6%

小麦 25.12 62.62 2.493 85.1%

ソルガム ll.44 9.55 0.834 6.2%

ミレツト 9.38 5.39 0.576 6.6%

グラム 7.20 5.02 0.697 23.9%

メイズ 6.01 9.44 I.448 22.6%

豆類 23.92 13.19 0.552 ll.2%

油脂作物 26.35 22.43 0.851 23.0%

綿花 9.06 13.09 0.246 34.3%

サトウキビ 4.14 282.95 68.369 89.0%

(注) Agricultural Statistics al a Glance･ MOA, 1997
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州別の濯概システムを水源別に1 )政府水路濯概システム(Government Canal)､ 2)溜弛

システム(Tank)､ 3)菅井濯概システム(Tubeyell)､ 4)伝統的掘抜井戸溝概システム
(other Well)､ 5)その他水源システム(Other Sources)に分類して見たとき､図A-6に示
すように大規模濯漉システムが発達している北部諸州を中心に､政府水路濯概システムと菅

井濯漉システムが主要な部分を占めている｡

すなわち､りタールプラデシュ､パンジヤプ､ビハ-ル､ハリヤナ等､沖積平野が発達し

た北部諸州では､第2次世界大戦後の技術の高度化ならびに世銀など海外資本の導入により,

政府水路満濃が急速な拡大を見た｡しかし､これらの政府水路濯概で一般的に認められる満

濃効率の低さ､給水の不安定性等を補う手段として､ 1970年代以降､主として農民自身の投

資による菅井濯概システムが急速に普及した結果,今日みられるような政府水路濯漉と農民

による菅井濯概の併用システムが定着したものである.特にウタールプラデシュ州､パン

ジャブ州では菅井濯概システムが60%以上を占め､本来補助的手段であった菅井濯漉が､主た

る濯概手段であるべき政府水路濯混を上回るに至っている｡

なお､南部のアンドラプラデシュ､タミールナド､カルナタカ等諸州では､伝統的に沼地

濯概システムが発達している｡
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図 A-5州別の純耕作地面積と濯液面肴
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図 A-6州別の港漉システムの構成

政府水路濯概システムの受益者負担は概ねRs.70/ba(乾期のみの濯概)からRs.250/ba(通年

満濃)となっている｡上記のとおり､菅井濯概システムは政府濯漉システムと密接な関係があ

り､政府濯概地区の末端部で不安定な濯漉しか期待できない農民の間で1970年以降急激に発

達した｡濯概ロスによって地下水位が上昇している地区では水路濯概を補強する意味と地下

水位を下げる意味から非常に有効に機能している｡しかしながら地下水回復量の85%を超える

と判断される過剰汲み上げ地区については､新規の菅井設置は制限されている｡

菅井システムには42 lit/secの容量の政府菅井システムと11 lit/secの農民自身の菅井シ

ステムがあるが､農民菅井システムが数において圧倒的に多い｡農民菅井システムに対して
は政府補肋があり､菅井設置のためのボーリング窄穴は無償､ポンプの設置は25%補助と残り

は農業開発銀行(NBARD : National Bank for Agriculture and Rural Development)の

融資がある.

しかし､資金力に欠ける5鴫程度の農民はポンプを常設せず､必要なときハイヤーする方法

を取っているようである｡菅井システムの農民の負担は電気代として年間概ねRs.3,000nlaで

水路システムとの差が大きい｡また､農村部では電気の供給が十分ではなく､給電は1日あ

たり5時間で時間は固定していないケースが多い｡このことから負担が大きくてもディーゼル

エンジンを導入する農民が多く､農民の負担を大きくしている｡このように菅井システムの
設置･稼働に対する農民の態様は､その資金力により異なり､このことが農村部における貧

富差を拡大する危険性をもはらんでいる｡
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2-2.大規模滞汲水路システムと水管理の現状

大規模沖積平野に展開する数万から数百万haの大規模濯親水路の一般的なシステムを図A-7に

示す｡大河川のガンジス川などから取水された潅漉水は幹線用水路(Main Canal)､ 1次支線

用水路(Branch Canal)､ 2次支線用水路(I)istributary)､ 3次支線用水路(Minor Canal)､

取水ロ(outlet)を経て末端の圃場内水路(On-Farm Ditch)に送水される｡取水口は標準的に

40ba( 1チャック)に1ケ所設けられている｡

図 A-7大濯漉地区の一般的な水路システム

ラマガンガ地区のように100万baを超えるような大規模濯概システムでは､河川から取水し

て末端の圃場内水路に達するまでの送水距離は数百kmに達する｡その間には貯留機能はなく､

いったん河川から取水された濯減水は圃場まで留まることがなく送水されるため､末端部で

の適時･適量の給水は極めて難しいのが実態である.

濯概水路は3次支線用水路までは州濯親局によって管理されており､農民は3次支線用水

路からの取水口および臨場内水路の管理を行っている｡幹線用水路から1次支線用水路への

分水は濯概面積に応じて配水されるが､ 2次支線と3次支線はローテーションに従ってオ

ン･オフ運転されている｡農民は3次支線に送水されている期間に農民自身のローテーショ

ン規則(伝統的な農民による水管理方式Warabandi)に従って取水口の開閉と圃場内水路から
の濯概を行っている.

しかしながら､上流地区での過剰取水と長大な水路システム途上での水量損失によって､

下流地区の農民は濯概水の不足と不安定な状況に置かれている｡また､貯留機能がないため

夜間濯概が恒常的に行われている｡零細な農業を主体とする農家､土地を持たない農業労働

者にとって､作物の多様化は農業所得の向上､新しい加工産業を興す面から非常に重要な意

味を持つにもかかわらず,このような不安定水利の状況下では水稲､小麦等を中心としたモ

ノカルチャー的農業から脱却し､換金性の高い作物を導入することは困難である｡
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213.濯漉効率の改善方向と実施中の事業

表A-2に示すように､既存の大規模水路濯漉システムの総合濯漉効率は25%前後と算定され

ており､非常に低い状況となっている(例:シヤルダ地区) ｡一方､新規事業地区で効率を
算定する場合､総合効率は58%と非常に高く設定されている｡これは隣接のパキスタンのパッ

トフィーダー地区の改修計画での47%と較べてもかなり上回っており､特に圃場効率が81%と

高いことが分かる｡いずれにしても蓑からは既存の濯概地区の改善が必要であることが分か

る｡

表 A-2潅漉効率の比較

清元

事業地区BfJ液親藩元と滋救効率

シヤルダ地区 パキスタン インド

(ウタ-ルアラデシュ州) (バットフィ-

ダー地区)

(標準的5万ba

地区)

水源 河川取水 河川取水

送水路ライ ング 殆どなし 殆どなし 殆どなし

末端濯混時 間 24時間 24時間 24時間

圃場荘親方 水盤濯混 水盤港混 水盤液漉

ファームポ ン ド なし なし なし

巨ゝllLli苧 既存(完成約100年前) 改修計画 新規事業

港載効串 ラビ期 カリフ期

幹線用水路

第1次支線用

第2次支線用

第3次支線用

92X事1 95X暮l 85% 93Ⅹ

水路 74X暮l 70X暮l 90Ⅹ 93%

水路

水路

80X+1 80X*1 90% 92Ⅹ

90%

送水路系荘 効事 54‡ 53‡ 69‡ 72‡

触場内水路

閲場適用効

78%暮2 78%*2 85% 9哨

55%*2 65%*2 80% 90%

bl場効串 43‡ 51‡ 68‡ 81‡

言三'.1):~~- 23‡ 27一 47‡ 58‡

(出典)それぞれの報告書

(注)暮1)実測流主にもとづく

事2) Upper Ganga Project Yatep NanageAent Manual

1950年と1960年代には農業の生産性の向上を目指して潅概開発が最優先された｡その当時

の開発は貯水ダムや大規模河川取水堰と基幹送水施設のみが先行され､農民が建設しなけれ

ばならない末端の圃場内水路は資金不足と技術不足のために取り残された形となった｡これ

が濯概事業の有効利用を大幅に遅らせる原因ともなった｡また､給水量の適正さ､平等性､

適時性に問題が生じていることと､既存システムの中には老朽化も進んでいることが認識さ

れた｡これらの諸点から既存の濯概システム全体の見直しが必要とされ､末端レベルと水路

系レベルの両方から改善が行われている｡

2-4.末端レベルでの既存改善事業

末端レベルでは濯概地域再開発事業( CAD :Co皿and Area I)evelopment)が1974年から開

始された｡この事業に関連して水管理には農民の参加が不可欠と考えられ､農民参加濯概マ

ネージメント(P I M : Participatory lrrigation地magement)が提唱され､その実施研究

プログラム(Action Research PrograBuneS)が水資源省のもとに進められている｡

濯概地域再開発事業(CAD)の主な内容

1チャック(40ha)単位の末端整備を標準として､州政府のもとに設立される濯概地域再開

発事業庁(CAI)A : CAD Authority)が次のような整備を行っている｡
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a)圃場内用水路の整備･･･末端の標準用水量を1.0から1.5 cusec/100acres (0.70
- I.05

1it/secnla)とし､必要な水量が各圃場に確実に到達するようにライニングを含め整備する｡
(1､ 358万haを実施済み. 1996197年40万ha予定)

b)ワラパンデイの実施･･･末端でのローテーション濯概の実施｡ (823万haを実施済み｡ 1996197

年64万ba予定)

c)圃場内排水路の整備･･･ウオーターロツギングの原因となる余剰水を確実に排水し､幹線排
水路に結合できるように整備する｡ (75万haを実施済み｡ 1996-97年5万ha予定)

d)圃場の均平化･･･圃場に濯汲水が均一に行き渡るように圃場を均平化する｡ (209万haを実施

済み｡ 1996-97年3.5万ba予定)

e)圃場境界の補正･･･圃場内用水路および圃場内排水路の配置の合理化のため､圃場境界の補･
正が可能な地区についてこれを実施する｡これと合わせて圃場整備も実施する｡

f)農民への融資を含め､農業投入資材の支援を実施する｡

g)普及活動の強化｡
b)適正な作物体系の選定と推奨｡

i)地下水の補強的開発･･･表流水濯叔を補強する意味で地下水の開発を行う｡

j)基幹および支派線排水システムの開発と維持管理･･･末端排水路との結合｡

k)通信改善･･･末端改善事業の必須コンポーネントの1つとして無線システムの導入が必要と認
識され､無線システムの導入に対して水資源省から50%の補助を受けられる｡

(以上資料68)

農民参加濯概(P IM)実施研究プログラム

濯概の水管理には農民参加が不可欠との観点から､水資源省によって農民参加のセミナー

を中心に啓蒙活動が行われている｡農民が水路系のあるレベルまでの水管理ができるように､

農民の指導にNGOの協力が大きく期待されている｡このプログラムに参加する水利組合に

は年間Rs.275nlaの管理補助を支給している｡また､このプログラムのセミナーにはNGOの

他に州政府､フォード財団､ UNDP, Eロなどが参加している(以上資料68)｡しかしなが

ら､現地で確認したところ(マデイヤプラデッシュ州ハラリ地区)
､濯概の不安定に対する

農民の不信はかなり強く､十分な成果を上げていないようである｡

2-5.トータルな水路システムでの既存改善事業

末端レベルとは別に､水路系全体についても見直しが必要との観点から国家水管理事業

(NWMP :National Water Management Project)が1987年から世銀の融資のもとに実施さ
れてきた｡この事業は1995年に終了したが､水資源省はこの事業の重要性と有効性を認識し､

事業のフェーズⅠⅠ実施を決めている｡この事業に関連して､世銀は国家水管理事業の主要な

実施州のうち､ハリヤナ､オリツサ､タミールナド-州で水資源強化事業(WRCP :Water

Resources Consolidation Projects)に対しての融資を進めている｡

国家水管理事業(NWMP)

この事業は次のような目的で､既存事業の濯混の信頼性､予測性および平等性を向上する

ために基幹施設の機能強化を実施してきた｡

a)濯敵地区の拡大｡
b)農業生産の向上｡

c)農業所得の増大｡
具体的な事業内容はそれぞれの既存事業が持つ問題に対応しており､事業毎に異なってい

る｡事例として､今回の現地調査2地区の事業内容を以下に掲げる｡共通する事業内容とし

ては盛土水路部での浸透防止のためのライニングを挙げることができる｡
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<上ガンガ濯漉地区近代化事業: Upper Ganga lrrigation Hodemi之ation Project>

地区概要

a)位置:
ち)地形および勾配:

c)年平均降雨量
d)水源

e)耕作面積:
f)水路濯液面積:

g)政府菅井濯液面積

ウタールプラデシュ州(Ganga川水系)

沖積平野､ 1/4,000-1/5,000 (下流地区: Alig血市周辺域)

800mm程度

GangaJlr

195万ba

124万ba

13万ba (農民菅井濯液面積はこれよりかなり大きい面積をカ

バーしていると思われるが､レポートに記載がないので詳細は不明｡ )

h)水利費 乾期(Rabi)のみ: Rs. 87/ba

通年(サトウキビ等) : Rs.237/ha

既存事業の問題点

a)流量制御施設が不十分なために､運転ロスが大きい｡一旦,
濯概がスタートした後､

殆ど制御変動が行われない｡

b)末端の取水口(outlet)にはゲートがないために水量制御が困難で､均一な配水が困難

である｡

c)圃場内用水路の整備が不十分で､末端40ba内でのワラパンデイ･システム(ローテー
ション濯概)が有効に機能していない｡

d)タイミングやサービスの面で信頼性の低い濯概は潅概局が設けている基本的な水管理

規則の破壊に繋がっている｡

e)システム上流域の農民あるいは取水口(outlet)に近い農民は､地理的に不利な末端部
農民に比較して圧倒的に多量な水を引き込んでいる｡このような事例は非常に多くの

末端取水口で見られる｡

f)地区上流にサトウキビが導入され､規定のレベル以上の濯漉の実施によって下流地区

の水不足を引き起こし､潅概の不平等の原因の1つとなっている｡

改善事業内容(実施期間: 1984年-1999年)

a)幹線水路改修:約100knのライニングと制御施設の更新｡
b)支線水路改修:約1,500hのライニングと制御施設の更新｡

c)管理通信システムの導入:水路管理の効率化のためにラジオ通信と通信記録プリン
ターの導入｡

d)地下水開発の増強:現況開発量はポテンシャルの62%程度であることと塩分濃度は

250ppm以下で良質な地下水であるため､地下水開発をかなり見込むことができるo

e)排水計画の立案: 1997年中に事業地区全体の排水計画が立案される予定であるo

f)水路発電施設の更新:幹線水路内の2発電施設の更新｡

改善事業の主な諸元と効果

事業費

事業費(1984年価格)

(百万Rs.) (百万USS)

全体事業費 2,497.7 231.3

単位面積当たり事業量(*1) (Rs.1,823/ba) (US$169nla)

(注) (*=水路濯概面積と政府菅井潅液面積の合計137万haを考慮｡
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ち)主な作物の増収効果

単位収量(t/ba)

現況 計画

水稲 2.0 4.0

小麦 2.4 3.3

サトウキビ 40 50

c)内部収益率
EIRR = 19%

<ハラリ濯概地区水管理事業: SaJnrat Ashok Sagar(Halali) NWW>

地区概要

a)位置:
ち)地形および勾配:

c)年平均降雨量:
d)既存事業の完成

e)水源:

f)潅漉面積と主要作物:

g)用水量:

b)水路長:

i)永利費:

水管理事業(NWMP)の目的

(以上資料3 4参照)

マデイアブラデシュ州(Betva川水系)
丘陵地､ 1/1,000程度(左岸幹線水路下流部)

1,110皿

1974年

ハラリ貯水池(洪水調節､濯漉)
有効貯水量: 2億2, 700万n3→(NWMP事業後3億700万tB3)

25,901ha (NWMP事業後: 26,000ha)

雨期(Kharif) 12,545ha-チ(13,000ha)(大豆)

平年の雨期はほぼ天水栽培｡

%#(Rabi ) 25, 901ba⇒(26, 000ba) (小麦､グラム)

年間 37, 636ha-チ(39,000ha : NWMP事業後)

22.64m3/see(0.87 lit/secnla)

NWMP事業後: 25.58m3/see(0.98 lit/see/ba)

幹線水路:44h (落差工: 12ケ所､標準落差: 1.2m)

支線水路とマイナー水路: 419l皿

乾期(Rabi)のみ: Rs. 70/ba

通年(サトウキビ等) : Rs.250nla

a)既存事業は1974年に完成しているが､ 濯概の量的な面､信頼性､適時性､平等性に欠

ける面があり､その改善が急がれる｡

ち)モンスーン後期の洪水量を水文学的に見直した結果､モンスーン後期の洪水調節水位

を引き上げることができると判断され､有効貯水量を増大し､潅洗面積を拡大する｡

改善事業内容(実施期間: 1995年-1996年)

a)有効貯水容量の増大: 2億2,700万mユ→3億700万mユ

ち)幹線水路改修:盛り土部分のライニング｡

本事業の問題点

(以上資料6 2参照)

a)農民への水管理委譲をパイロット的に一部のマイナー水路で進めているが､農民の濯
概への信頼性を得るまでには至っておらず､水管理委譲は難航している｡

本事業地区の特色

a) 1/1,000程度の傾斜を持った丘陵地であることから､水路勾配がきつくなるため､落差

1.2mの落差工を幹線水路に入れている｡
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3.計画概要

3-1.構想と目標

a)既存の大規模潅概システムの低効率性と､そこから生じる塩害などの環境劣化の諸問題点
を抜本的に改善するための方策として､水路システムの主要分岐点に調整池などの追加施

設を増設する｡このことにより､従来のフロー(Flow)としての水はストック(Stock)化さ

れ､調整池より下流の受益地は､上流部施設との従属関係から解放され､水理的な独立性

を確保できる｡

ち)この｢フローのストック化｣によりコントロール可能な水を得ることで､受益農民は初め

て自発的な水管理や節水あるいは作物多様化へのインセンティブを持つことになり､結果

として潅概効率のアップ､農業所得の増大､農村経済の活性化､ならびに農地劣化防止等

の環境改善につながる｡

c)また､農民参加による水管理(PIX)を促進し､管理面での政府の財政負担を軽減すること
にもつながる｡

d)以上の構想を類型化し普及させる目的で､気象･地形･営農形態･社会背景等の異なった

数州の大規模濯概地区末端部を選定し､試験閲区の設置と水管理･営農の展示を実施する

ためのM/PおよびF/S調査を目標とする｡

3-2. ｢フローのストック化｣

本構想の出発点であり､全体構想の核となるのは｢フローのストック化｣である｡フロー

のストック化を考えるとき､どのような水をストックすべきか水利用上で顕在化している問

題点を念頭に考える必要がある｡それらは次のように整理される｡

<水利用上で顕在化している問題点>

1.幹線用水路と支線用水路を含め､送水水路系に貯留機能がなく､農民は送水主導型

(supply Oriented)の濯概を余儀なくされ､ 24時間体制の濯漉を強いられているo

2.フローとしての水しかないため､上流先取り･過剰濯概型の水利用となり､下流農民は

濯親水の量､平等性､タイミングの面で圧倒的に不利な立場に立たされている｡

3.このような状況下では､濯概に対する農民の信頼を得ることは困難で､濯概システム全

体として非効率な水管理しかできず､農民の参加､農民への水管理の委譲などは非常に

困難となっている｡

4.また､このように不安定な濯概下では, I)スクの大きい換金性の高い濯概作物等の導入

は困難で､農業所得の飛躍的な向上は困難である｡

5.同時に政府機関は濯親水路システムの維持管理に膨大な財政負担を強いられているが､

予算手当が不十分なため､結果としてシステムの効率はさらに低下する悪循環に陥って

いる｡

タイ国チェンマイ県のメ･テン地区を対象に､ボックス･ジェンキンスの時系列モデル手

法を用いて行われた同種のシュミレーション調査(B.K.Mehta他1992)によれば､全体受益

面積23,000baの同地区にある23の第1次支線水路のうち､最下流の支線上で第2次支線への

各分岐点ごとにファームポンド(平均支配面積100ha､貯水量1,870-2,525m')を設置した場
令,濯概水量の20-33%を節水できるとの推論をくだされている｡このようなシュミレーショ

ンにおいては作付作物､潅水時間の設定､リスク率､期別の田面雨量など､種々の組み合わ

せにより複数のケース設定が可能であるため一律な条件設定はさけなければならないが､イ

ンドの場合､上記のような背景を念頭に､当面考えられるストックすべき水として､次の3

種類を想定することが可能である｡

A-12



<考えられるストックすべき水>

(9濯漉システム全体の送水遅れを考慮した水量のストック化｡

②夜間水量のストック化｡

③換金作物のみを対象とした水量のストック化｡

①については, 1ローテーション分程度の水量をストックすることになり､大規模なスト

ック容量となる｡現在の給水の遅れを考慮すると､最も安全ではあるが､最大のコストを要
する｡また､全体のシステムが安定すればこのような遅れは殆どなくなり､将来的には過大

投資となる可能性がある｡ ②については､夜間濯混が解消され､圃場適用効率が格段に向上

すると期待できる｡また､昼間の潅概であるのでキメの細かい管理も可能となり､換金作物

も導入可能となる｡ ③については､最小の容量で済むが､規模が小さい分､不安定となる｡

また､これは個人レベルでも投資が可能と考えられることと､菅井による地下水利用も可能

である｡

以上のことから､ストックするべき水として､当面､夜間水量を対象とすることが適当で

はないかと考えられる｡

<ストックすべき単位水量>
標準的な末端の単位用水量を0.70 lit/sec/ba､夜間ストック時間を12時間と設定したと

き､単位満濃面積当たりのストック必要量は0.70 lit/see/ba * 12 hr * 3,600 secnlr
=

30.2 m3ルaとなる｡

<ストックするべき位置と容量>

夜間濯減水はファームポンドにストックし､翌白の昼間に送水されて来る水と合わせて使

用することになる｡従って､ファームポンドの位置は水路系の分岐点の下流側に設置するこ

とが望ましい｡ファームポンドの位置を下表の4ケ所を基準に考えたとき､ファームポンド規

模とポンプが必要な場合のポンプ規模を示す｡

表 A-3ファームポンド設置と規模およぴポンプが必要なときのポンプ規模
設置位置 支配両横

(ha)

システム上での

ケ■小の有無

貯水客土

(一り

ファ-ムft'〉ドの規模(ha) ホ○〉7○が必要なときの諸元

深さ2A 深さ4n 全容JL(I1/s) 口径(nEI) Ky 台数

末端取水口(outlet)の下流 40 原則なし 1210 0.06 0.03 0.028 100 1.5 3

3次支線(minor)への分岐点 200 原則なし 6048 0.30 0.15 0.14 200 7.5 3

2次支線(distributary)への分岐点 1000 ゲ-トあり 30240 1.51 0.76 8.70 500 22 3

1次支線(secondary)ヘの分岐点 lOOOO ゲートあり 302400 15.1 7.56 7.00 1300 200 3

(注)1年位用水JLIま0.70 lit/see/h&を基準としている｡

2 ポンプは3台として､全連理は6mとして井定｡

3-3.ファームボンTi'設置上の問題点

1.ファームポンドを確保するための用地が確保できるか｡また､用地費の負担はどの程度

になるか｡

2.平坦地の場合､ファームポンドは掘り込み式になり､ポンプが必要になるが､ポンプ設

置を経済的にリカバーできるか｡

3.ファームポンドは満水と空虚を頻繁に繰り返すが､満水の場合の漏水対策､地下水位の

高い所での空虚時の揚圧力に対してどう対応するのか｡

<用地と用地費に対する考察>

旦塾:
耕作地を用地として確保することはかなり困難である｡従って､耕作地以外でファームポ

ンドとして利用できる可能性のある土地を探す必要がある｡どうしてもそのような土地を確
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保することが困難な場合､耕作地を用地として確保することになるが､その場合の考察は後

述する｡

耕地以外で利用できる可能性のある土地

1.例えば上ガンガ地区の場合､周辺地が窯業の一大産地であるため､平坦地でのレンガ

用土採土跡地が2,000baに1ケ所程度は期待でき､この土地の有効利用を積極的に図る｡

この場合､用地規模は数haは確保できると考えられるので､ 2次支線水路規模

(1,000ba)のファームポンドが対象となる(写真参照)｡

2.更に､平坦地ではウオーターロツギングのために放棄されている土地がかなりあり､

この利用も積極的に図る｡ウオーターロツギングは大規模に引き起こされているのが

一般的であるため､ 2次支線水路規模(1,000ha)あるいはそれ以上のファームポンドが

対象となる(写真参照) ｡

3.丘陵地形の事業地区では盛土水路のためのボローピットが水路沿いにあり､これを積

極的に利用する｡次図に示すように､地形勾配を有効利用し､ポンプ無しでファーム

ポンドを設置できる可能性があり､非常に経済的な開発が期待できる｡丘陵地の場合､

末端の規模が小さいので､リンク水路で統合し､ 200ba濯概規模のファームポンドが適

していると考えられる(写真参照) ｡

図 A-8丘陵地におけるファームポンド配置イメージ図

用地費:

政府基準の用地費(農地買収費)はRs.125,000/ba(42万5000円nla)程度であるが､これは

年粗収入Rs.27,000/ba(9万2000円:小麦一大豆)の5年程度で､農民にとって十分な補償額とは

言い葵削＼｡従って､用地を確保するための費用はかなり大きな負担となる.また､政府の財
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政難を考慮したとき､政府予算による用地買収は更に困難と考えられる｡しかしながら, 1

っのファームポンドが用地の650倍から1,300倍の受益面積をカバーできること(表A-3参照)を
考慮すると､経済的に十分負担は可能と考えられる｡

また受益農民同士の話し合いにより､ファームポンド用地の提供者に代替処置としポンド

での漁業権を与える等の解決策も検討の余地がある｡いずれにせよ､まとまって大規模な用

地を手当することの困難性も考慮のうえ､その買収規模を最大1baまでとすると､ファーム

ポンドは2次支線水路(1,000ba)までを対象とした規模になると考えられる｡

<ポンプ設置の経済性>

平坦地の場合､ファームポンドは掘り込み式になり､どうしてもポンプが必要となる｡表

A-3に示した規模のポンプが設置されたとして､それぞれのケースの経済性を非常に荒く検討

してみる｡

一

道転経費:地下水潅概を基準にRs.3,000/ba/年と見込む｡
- 経済効果:安全サイドに主要作物のみの収量増を次のように見込み､そのうち本案件

のファームポンドによる効果を半分のRs.12,600/baを見込む.

表A-4 事業の作物生産効果

作物 現在収量 計画収量 庭先価格 増加粗収入

(t/ba) (t/ba) (Rs./t) (Rs.ルa)

米 2.0 *1 4.0 *1 7,000 14,000

小麦 2.4 *1 4.0 *2 7,000 ll,200

年間計 25,200

本案件のみの効果 12,600

(注)*1 :資料34(上ガンガ世銀レポート)
*2 : ICII), Dr.Saksena

- ポンプおよびファームポンド費用:ポンプおよびファームポンドの概算費用を次表の

ように見込む｡

表A-5ポンプおよぴファームポンド概算工事費

コスト高元 7ア-ムホ○ンド設置位置

末端取水口 3次支線水路 2次支線水路 1次支線水路

支配面積(ha) 40 200 1,000 10,000

ファ-ムポンド規模(ha) 0.03 0.15 0.76 7.56

ポンプ概算コスト

3台分(百万Rs.) 3.g 6.64 28.0 101

単位面積(Rs./ha) 97,500 33,200 28,000 10,100

ポンプ以外コスト

ポンプ槻場コスト

ボン7'の50X(百万Rs.) 1.95 3.32 14 50.5

単位面積(Rs./ba) 48,758 l6,600 14,000 5,050

ファ-ムポンドコスト

全休コスト(百万Rs.) 0.45 2.25 ll.4 113.4

単位面積(且s./ha) ll,250 ll,250 ll,400 ll,340

ポンプ以外コスト計

全体コスト(百万Rs.) Z.40 5.57 25.40 163.90

単位面鏡(Rs./ha) 60,000 27,850 25,400 16,390

(注) I)ファームポンドRsl,500/n2として概算
2)ボン7'は25年でリ7'レースするものとする｡

-

B/C:以上の条件で利子率10%として､ B/Cを検討すると次表のように､ポンプを必要と

する場合は3次支線水路以上､即ち200baの規模を必要とすることが予想される｡従っ

て､末端取水口でのファームポンド設置の場合は換金作物をかなり導入することが必

要と.なると予想される｡
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表A-6 ポンプを必要とする場合のファームポンドの経済性
ファ-ムポンド設置位置

末端取水口 3次支線水路 2次支線水路 1次支線水路

B/C(利子率10%) 0.7 1.4 1.5 2.3

<漏水､空虚時対策>

ファームポンドには漏水を防止するために､ライニングが必要と考えられる｡ライニング
材料としては現地産の石材が考えられる｡また､地下水が高い平坦地では空虚時の対策とし

て､フラップバルブ付きウイ-プホールとアンダードレインが必要である.

4.総合所見

4-1.技術的可能性･社会経済的可能性

本件の目指すところは既存の大規模水路濯概システムが､大規模なるがゆえに共通的に抱

えている適時･適量･公平な水配分の難しさを｢フローのストック化｣あるいは｢水理学的

な意味での大規模濯概地区の小規模集団化｣によって解決し､末端農民が自在にコントロー

ル可能な水を保証することである｡更に､このことを通じて農民自身の自主的判断による営

農改善意欲が高まり､地域経済の活性化を促すことを目指すものであり,その技術的､社会

経済的可能性は大きい｡

しかし,フローのストック化という新手法は論理的には理解が得られるものの,実際的に

その手法がフィールドにおいて適用された例はほとんどない(注:例えばスリランカの伝統

的な溜池連珠が､結果としてフローのストック化を意味している等の例を除き) ｡したがっ

て､このような新手法の適用と普及にあたっては､実証試験的な段階を経ていくことが肝要

である｡

特に､ 3-3で述べた調整池(ファームポンド)設置に伴う用地確保とポンプの必要性の点に

っいては､それぞれの地域の地形勾配や農民の理解度が大きく関係する｡したがって､気
象･地形･営農形態･社会背景等の異なった数州の大規模濯概地区末端部を選定し､それぞ

れの地域の実状に応じた最適な組み合わせを見いだすとともに､そのマニュアル化を図って

いくことが必要である｡

4-2.相手国の関心の程度･内容

国家計画委貝会の濯概担当顧問(各省局長相当で､水資源省の政策マターを指導助言する

職責)は本案件の意義､効果を十分に理解し､その必要性を認め､積極的な支援を約束して

いただいている｡しかしながら､直接担当の水資源省とは正式なコンタクトができなかった

経緯(添付資料の交換文書参照)も踏まえ､今後､国家計画委貝会と連携をとりながら､水
資源省に対して本案件の基本コンセプト､今後の展開方向などを十分に説明していく必要が

ある｡
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4-3.上位計画･長期計画との関係

閑適する事業としては濯概地域再開発事業(CAD)や国家水管理事業(NWMP)等が
あり､特に､国家水管理事業とは経済効果で競合するケースもありうる｡しかしながら､本

案件は従来的な官主導型の事業展開ではなく､農民自身がその参加を通じてみずからの水を

確保し､その経済的な運用を図っていくという点で､従来型の事業とは大きく異なるもので

ある｡したがって国家水管理事業など上位計画の1形態､ないしは一部をなすものと位置付

けることが望ましい｡

政府が進めている農民参加､水管理の農民への移譲という長期計画に対しても､好適な事

例を提供するものでなければならない｡

4-4.当該案件に関しての他の援助国/機関の動向

本案件に直接関与している援助国､機関はないが､関連する国家水管理事業に関与する機

関としては世銀がある｡また､農民参加(PIM)の面では､セミナーにNGOの他に

フォード財団､ UNDP､ EUなどが参加している.

4-5.事業の効果

新たな試みであるため､フローのストック化による水利安定が農民の営農改善意欲を喚起

する上で､どれだけのインセンティブとなり､事業効果の発揚につながっていくかについて､

現時点で数量把捉をすることは難しい｡しかし､既存水利システムの改善による濯概効率

アップと濯概受益地の拡大を通し､農業生産拡大､換金作物の導入､農業所得の増加､地域

資源環境と生活水準の改善､土地なし農民への就業機会創設など､地域経済の活性化を促す

好循環が期待される(図A-9参照) ｡

特に作物増産効果のみについて言及すれば､この手法適用の対象地域が従来､恒常的な水

不足から事実上耕作放棄地にならざるを得なかったような地域であることを考えると､この

事業による増産効果は､ほぼ純増に近いものであり､したがって前掲の表A-4 - A-6の試算

結果よりも高い投資効果も期待しうる｡この点についても､世銀の国家水管理事業(NWM

P)等､先行事業による効果先取りの有無等に閲し､各地域ごとに検討することが必要であ

る｡

また,政府が積極的に推進を図っているが､かならずしも満足すべき成果を得ていない

農民参加､農民への水管理の移譲に関しては､好適な解決方策を開示することが期待され､

結果として既存の大規模濯概地区に対する政府の財政負担軽減に多大な頁献をするものと思

われる.
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4-6.期待する次のステップ

以上の構想を異なった気象･地形･営農形態･社会背景ごとに類型化し普及させることを
目的に､

① 既存の大規模水路濯概が卓越している北部インドの数州において､代表的な末端水路

受益地(概ね1,000ha規模､ 5- 1 0ケ所)を選定するためのM/P調査を実施する｡
② M/P調査によって選定された地区ごとに､調整池および付帯施設計画､管理計画､なら

びに農村経済活性化計画のF/Sを実施し､インド政府(中央または州政府)が我が国あ

るいは国際金融機関から資金協力をあお(･際の基礎資料を作成する｡
③ 将来､農民評議会(Panchayat)あるいは農民水利組合(Water Users Association)

からの申請をうけて農業農村開発銀行(National Bank for Agricultureand Rural

Development)等の農村金融機関が資金提供する方式を念頭に､ 2ステップローン等の

資金の流れについて検討する｡

4-7.資料の有無､要調査事項等

社会経済､農業関連資料は州単位の最新のデータが毎年発行されている｡県レベルのもの

は膨大な資料となるため発行は時間がかかっているようであるが､担当部局で目的毎に最新

の資料を入手することはそれ程困難ではないと考えられる｡従って､農民意識調査など特別

なものを除き､調査は最小限で済むと考えられる｡

土壌､地下水水質､ウオーターロツギング地域等の調査は県別の報告書があり､ M/P段階で

はそれらが十分に活用できると考えられる｡濯概効率の調査は幹線および主要支線レベルの

ものは県別の管理事業所の実測値から推定できると思われる｡しかしながら､低次支線水路､

末端の濯概効率は､夜間を含め実測調査をする必要があると考えられる｡

調査に使用できる地形図は1:250,000､ 1:50,000と1:25,000が全国をカバーする形で発行さ

れているが､いずれの地形図も印刷に問題があり､ストックの無い物が多い｡しかしながら､

本案件では末端の改善を主体としているので､ WPの段階で必ずしも全ての地形図がそろって

いる必要はないと考えられ､地形図のある範囲で事業地区全体を推定することが可能である

と考えられる｡ F/Sに際しては必要な範囲での地形図作成を要すると考えられる.

4-8.フォロー､補足調査の必要性

前述したように､これまでのところ水資源省本省との正式なコンタクトができていないこ

とから､今後正式にコンタクトした上､本案件の基本コンセプト､および今回P/F調査で得ら

れた所見等について十分に協議を行うことが必要と考えられる｡

また､国家水管理事業(NWMP)の成果等に関するモニタリング調査が､水資源省で行

われているのであれば､その結果を聴取して､本案件の参考とする必要があろう｡
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B.インド国 農民参加型流域管理による農村経済活性化総合計画



国名:インド 案件名‥ 農民参加型流域管理による農村経済活性化給合計画



1.調査の背景

インドでは農村部人口の50%以上を貧困層が占めるため､その所得向上と生活改善は政府

の最重要施策の1つとなっている｡農村地域雇用省では､従来よりIRI)P(Integrated Rural

I)evelopment PrograAne)やJRY(JayaharRozgar Yojana)等､農村金融システムや救農土木的

事業など､農村地域振興と貧困撲滅を目的に種々の事業を実施してきた｡

その一環として､水資源の不安定な天水農業地域での保水対策､土壌浸食防止､小規模水

資源開発､水源滴養林造成等を通して､穀物栽培､養魚､畜産､野菜栽培､酪農､生活用水

の確保等､総合的な地域振興を図ろうとするDPAP (千魅地域計画: Drought Prone血eas

prograJ皿e), DI)P (砂漠地開発計画: Desert I)evelopment PrograA皿e) , IWI)P(流域開発総合

計画: Integrated Wastelands Development Project)等の小規模な流域管理型事業

(National Watershed Development Project for Rain fed Areas
-

NWI)PRAで総称)がある｡

これらの事業は1地区平均面積1,000ba執事業費1,000万円強/地区となっている｡総数では

14州,計7,000地区以上にのぽるが､マデイアブラデシュ､マハラシュトラ等の中部､北部5

州にその半数以上が集中している｡

これらの小規模な流域管理型事業は､濯概農業地域と比較して相対的に条件不利地である

天水農業地域の生産･生活改善を目的として1973年から開始された｡しかし1994年に提出さ

れたレビュー委員会報告書によれば､その成果は不満足なものであり､その原因として､

(D低い農民参加度合い､

②事業地区と流域の不一致､

③財源不足

の3点が指摘されている｡

したがって今後の効率的な事業展開上､これらの諸点を解決することが不可欠となる｡ 1

点目の農民参加については､事業投資の最終的な受益者が農民である限り､いわば使い勝手

のよい施設は農民自身による計画立案と施工段階での参加がもっとも望ましい｡ 2点日の事

業地区と流域の不一致は､小規模ながら流域水資源の総合的な利活用を目指すにあたって致

命的な障害となる｡したがって流域と行政界の一致した地区から地域住民の総意として事業

申請がなされることが理想である. 3点目の財源不足については､例えばインドの全国的な

農村金融機関であるNABARD(National Bank for Agriculture & RuralDevelopm,nt)等への我が国

の円借款の適用(TwoStepban等)が選択肢の1つとなる｡
以上の3点を主眼としながら､小規模な流域管理型事業(NWI)PRA)に対して今後考えられ

る改善策の適否を検討するため､今回必要な情報収集を行った｡

2.調査地域の概要

図B-1.1およびB-I.2に示すとおり､小規模な流域管理型事業(NWI)PRA)のうち､ I)PAP (千

魅地域計画)はマハラシュトラ(Mll)､マデイアブラデシュ(MP)､ビハール(BI)､アンドラプ

ラデシュ(AP)等の各州で､またDDP (砂漠地開発計画)はラジャスタン州(RJ)で集中的に展開
されている｡

インド亜大陸のほぼ中央部に位置するこれら諸州の気象､農業等の諸元について､表B-I

に示す｡また土壌痩食の度合と対策事業の実施状況について､州別にまとめたものを図B-2に
示す｡
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固B-I. 1干Ji地域計画の各州分布図

図B-1. 2砂漠地開発計画の各州分布図
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表B-1各Nの丸■･JE兼等7r元

州の名称 期別降雨量(mm) 農地面積､ 潅渡農地 天水農地 当り農 穀物平均単収
雨期(6-9月) 乾期(10-5月 (1(X氾ha) a(1000ha 辛(%) 面積(h) (ton/ha)

マハラシュトラ 532 22 ー40 65 54 2.64 0.87

マデヤプラデシ
930 53 19969 1881 91 2.91 0.93

ビハ-ル 1020 7丁 10540 3194 70 0.93 1.08

アンドラプラデシ
615 313 15066 3369 78 I.72 1.53

ラジャスタン
650 2丁 19660 332丁 83 4.34 0.53

インド全体 913 304 165782 43048 7ヰ 1.69 ー.31

注= l )統計数値は1992年版"lndian ^gricuKure in Brief"より1986-87値を採用

2)農地面積は､ "Net area sown"と~current fa"ows"と"Fallow lands other than current fa"ows-の計

3)救急平均+収は米､小麦.捷*の加重平均t
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図 B-2 州別土壌侵食と対策事業
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これらによると､小規模な流域管理型事業(NWDPRA)が卓越した5州では､インド全体と

比較した場合､濯漉普及率においては大きな差違は認められないが､降雨量ではビハール州

を除いて相対的に少なく､また侵食流亡を受けやすい(したがって地力の低い)土壌が広く

分布しているため､穀物平均単収も低いことが分かる｡

これらの寡雨かつ侵食性の土壌地帯では､新たに大規模な濯概事業をおこすことは土地･

水資源の賦存量および投資効果の面で困難であるため､草成バンドによる保水対策(Water

harvesting)等の簡便な対策事業により､限られた水資源の最有効利用と作物生産性の向上

を図る必要があり､そのことがこれらの諸州においてⅣ㈹PRA事業が盛んであることの背景と

なっている｡

3.計画概要

図B-3に示すように､ NWDPRA事業の基本的アプローチは小規模な流域地域を生産･生活･

経済活動･資源循環を含む1つのサークルとして捉えるものである｡そこでは､水源滴養林

の保全と農地における流水および雨水の捕捉がハード両での重要な柱をなす｡特に農地にお

ける水の捕捉については等高線栽培を基本としつつも､従来の土盛りバンド､あるいは大量

の運土工事を必要とするジグテラス(Zig terrace)方式に代わって､ Vetiver grassのバン

ドによる表流水および流亡土砂のキャッチが奨励されている(図B-4参照) ｡

なお､ Vetiver grassは根群域が3mにも達し､しかも3週間で根が60cmも伸びるうえ､

一度載積すると数十年間も生き続けることから､土壌の侵食防止と水分保持の点で｢奇跡の
革｣と称され､ Vetiver lnfor皿ation Network (世界銀行内に事務局)により世界70カ国で普

及が進められているものである｡

図B-3 刑PRA事典乃基本概念

B-4



囲 B-4 従来の土工テラスとVetiverによる草成テラスの比較

一方､社会経済的なソフト面では､農民(農民グループ､および土地無し農民を含む)の
所得向上と地域経済の活性化を促す上で､ ①新たな営農体系の導入､ ②各種の手段による就

業機会の創設､および③これらに必要な資金準備の3点が重要な柱となる｡

第1点目の新たな営農体系の導入は地域によって異なることは当然であるが､いずれの場

合も流域管理強化による水事情の改善が引き金となり､より高所得をもたらす新たな作目の

導入へと結びつくものである｡ 1例として野菜､香草(Coriander)
､ひめウイキョウ

(Cumin)
､薬草などがこれまでのところ奨励されている｡また今後の可能性としては､花井

(バラ､ラン等)
､香辛料(ターメリック等) ､工業材料(化粧品原料のNeem､養蚕のため

の桑等)が考えられる｡
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I

第2点日の新たな就業機会の創設は､ 1つには上記のような営農の多様化がもたらす波及
効果によって期待される｡割-2は小規模な濯概整備地区と周辺天水地区との営農投下費用を

比較したものである｡これによると､水事情の改善が引き金となって､小規模濯漉地区では

営農の活性化が進み､周辺天水地区に比して約7倍の費用投入が生じている｡この例のよう

なケースでは､営農の活性化が営農関連職種の分化を促すことも期待される｡例えば､トラ

クタ一による賃耕､日常的に使用される自転車や各種農機具のリペアショップ､あるいは農

産物輸送部門の独立専門化などである｡これらの農業関連産業は主として土地なし農民に新

たな就業機会を与えることが期待される｡

表B-2異なる水手螺件~Fでの斬新馳瀬

項目
潅故事美也居での 同左 近隣非事業地区 同左

投下費用(Es) (丘s/^C) での投下実用くBs) (丘s/^C)

亮子 185.158.00'p 156.41 30.445.25 47.25

(7.85) (15.10)

堆肥 47.820.50 40.LIO 29.301.08 27.56

(2.81) (8.77)

金g巴- 760..972.50 643.85 ll.902.50 ll.g3

(32.2ー) (3.84)

防虫剤 39LI.724.T5

(16.7L()

334.45

労働力 212.726.50 180.70 103.790.00 97.OD

(9.00) (31.00)

富力 S3.522.00 70.56 86.6J2.00 80.75

(3.54) (25.8D).

トラクター 1Ll4.290.00_

(6.10)

121.89

嶺連繋 222.T20.50 188.65 ll.233.00
1b-二47

(9.LlO) (3_36)

地代及び 51.103.50 48.85 860.25_ EZEl
･ー:;i->]三 (2.i(0) (0.26).

:,:こ三_士 21.J14.00 1B.10 4.819.00 A.Ll9

(0.90) (1.LIA)

雑費 17.945.00 17.16 4,432.00 LI.16

(0.了0) (1,32)

借入金利 21d.354.37 181.5& 29.686.49 27_67

(9.09) (9.09)

合計 2.357.898.60 2.002.60 333.Ill_49 312.15

(川0.00) (100.00)
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このような農業関連産業を更に拡大したものとして､農産加エや農村工業の振興がある｡

それらには､木エ,染色､織物等の伝統工芸､さらに高次な農産物の瓶詰､缶詰､生糸や辛

毛の紡織､窯業などエ場生産が含まれる｡これらを通じて農村部における就業機会をさらに

増やすためには､例えば伝統工芸のための改良ツールキットや,品質管理に関するノウハウ

の提供等､資金準備と技術に欠ける低所得層向けの施策が必要である｡また工場生産的な比

較的大規模な農村工業に対して､プラント設備の初期投資や､需給見通しに関するマーケ

ティングリサーチの知識普及が必要であることはいうまでもない.

農村部における新たな就業機会の創設は､市場流通システムの強化によっても期待される｡

従来のインド農村部では､この分野に関わる受け皿としてDWCRA (I)evelopment of Womenand

children in Rural Areas)とDSMS (District Supplyand Marketing Societies)が関与し

ており､政府はこれらに対する各種の支援対策を実施している｡

l)WCRAは農村部婦人による染色､織物等のエ芸品製作と販売(農産物を含む)を目的とした

もので､通常10-15人の構成員グループに対して州政府からRs25,000の資金援助がなされ､

販売ルートについては各県レベルのDSMSが指導助言にあたっている｡

しかしこのようなローカルな制度では､しばしば仲買人の介在によって見返りの収入が著

しく目減りし､ DWCRA活動のインセンティプを損なう結果となっている｡産直制皮(I)irect
contact With Consumers)も検討されてはいるが､ DWCRA活動の小規模さ､ローカル性の現

状からは抜本的な問題解決にはつながらないようである｡

以上のことから市場流通システムの強化については､今後､ DWCRA活動的な小規模でローカ

ルなものに対する対策と､より高次なエ場生産的な産品に対する対策の両面から検討し､農

村部における安定的な就業条件を確率していくことが必要である｡

第3点目の資金準備については､担当省である農村地域雇用省がもっとも頭を痛めている

問題である｡例えば1995-96予算年次の実績で見ると､各種の政府施策によりインドの農村部

貧困層(約1億5,000万人)が得た全就業日数は約8億9,000万人･ E]であり､これを単純に

1人当りに換算すると､年間わずか6日間にすぎない｡

従来､農民金融機関としては農業農村開発銀行(National Bank for Agriculture and

Rural Development -

NBARD)をはじめ､ Cooperativeand Regional Bankや各種商業銀行な

どが農村部に対する融資を実施している｡しかし､これらに必要な資金は膨大なインドの農

村人口に対しては十分というにはほど遠く､特に新たな農業投資に対しては自己資金や担保

物件不足のため消極的にならざるを得ない貧困層が融資をうける実績は極めて低い｡例えば､

NBARI)がデリー近郊のMehrauli地区で調査したところによれば､融資をうけた1,234農家のう

ち土地無しおよび2ha未満農家の数は43% (0.4ha未満では10%)にすぎない.

このような状況を打破するため､農村地域雇用省は新たな海外資金の導入に極めて強い要望

を抱いている｡

したがって､本案件では将来の我が国あるいは国際金融機関からⅣBARD等への融資と､

NBARD等から農民評議会(Panchyat)等への再融資を念頭に､`以下に総合所見を整理するもの
とする｡

B-7



4.総合所見

4-1.技術的可能性･社会経済的可能性

本案件の技術的な柱である水源滴養林の保全と農地における流水および雨水の捕捉につい

ては､ Vetiver grassによる革成バンドの導入等､簡便で安価な工法が多くの地区において実
績をあげており､特に問題はない｡

社会経済的には､第1章に指摘した3つの問題点､すなわち現行事業における

①低い農民参加度合い､
②事業地区と流域の不一致､

③財源不足

を解決する必要がある｡

このため､特にこの3点に着目した最適な展示圃区を設け､まず何よりも事業成果につい

て受益者である農民が自らの目で確認し､向後の事業申請に強い意欲を示すことが肝要であ
る｡

また現行では類似の事業制度が極めて錯綜していることから､これらを整理し今後もっと

も効率のよい事業執行のための指針を確立することが必要である｡

4-2.相手国の関心の程度･内容

農村地域雇用省の担当局長は､本案件を我が国との協力の下に推進することについて､極

めて強い意欲を示している｡また現地で意見交換したマデアブラデシュ州ベデイシヤ県知事

は､単に貧困撲滅という観点からではなく､より積極的な地域経済活性化の観点から絹産業

などを含む複合的な農村産業振興について､各種の構想を披露した｡

これらのことから､本案件の推進は､インド国に対する我が国協力案件の中でも､極めて

上位に位置するものと理解できる｡

4-3.上位計画･長期計画との関係

上記のとおり､農村部における貧困撲滅と経済活性化はインドにおける最重要政策であり､

IRDP(Integrated Rural Development Progra皿e)､ Jay(Jayahar Rozgar Yojana) ､ NWDPRA

(National Watershed Development Project for Rainfed Areas)等の各上位計画の下に､

錯綜性の強い数多くの事業が展開されている｡天水地域や砂漠地域を対象としたDPAP

( Drought Prone Areas PrograELne) ､ DDP ( Desert Development PrograJnne ) ､

IWDP( Integrated Wastelands Development Project)等もその一環である｡

したがって､今後は本案件の推進にあたって､それらとの関係を整理､効率化する必要が

ある｡

4-4.当該案件に関しての他の援助国/機関の動向

本案件に関連して､各先進援助国のNGO機関が関与し､主として現地農村地域での指導助言

にあたっている｡
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4-5.事業の効果

インド農村部の人口の50%以上は貧困層に属するが､自己資金や技術的知識が不十分なため､

所得や生活水準の向上のため､従来､かならずしも積極的な姿勢を示さなかった｡したがっ

て､本案件の実施により農民が自らの目で事業投資の成果を確認し､向後の事業申請に強い

意欲を示すことは､インド農村部における経済活性化の起爆剤となるものであり､その事業

効果は大きい｡

4-6.期待する次のステップ

本案件を実施するにあたり､以下の各段階を踏むことが適当であると考えられる｡

① 気象･地形･営農形態･社会背景の異なった中部5州において､代表的な小規模流域

地(概ねl,000ha規模､ 5- 1 0ケ所)を選定するためのM/P調査を実施する｡

② M/P調査によって選定された地区ごとに､複合的な涜域管理計画､ならびに農村経済

活性化計画のF/Sを実施し､インド政府(中央串たは州政府)が我が国あるいは国際
金融機関から資金協力をあお(･際の基礎資料を作成する｡

③ 将来､農民評議会(Panchayat)等からの申請をうけて農業農村開発銀行(National
Bank for Agricultureand Rural Development)等の農村金融機関が資金提供する方

式を念頭に､ 2ステップローン等の資金の流れについて検討し､あわせて既存融資刺

度との整序化を図る｡

4-7.資料の有無､要調査事項等

社会経済､農業関連資料は州単位の最新のデータが毎年発行されている｡県レベルのもの

は膨大な資料となるため発行は時間がかかっているようであるが､担当部局で目的毎に最新

の資料を人手することはそれ程困難ではないと考えられる｡従って､農民意識調査など特別

なものを除き､調査は最小限で済むと考えられる｡

調査に使用できる地形図は1:250,000､ I:50,000とl:25,000が全国をカ′ーする形で発行さ

れているが､いずれの地形図も印刷に問題があり､ストックの無い物が多い｡しかしながら､

本案件のM/Pの段階では必ずしも全ての地形図がそろっている必要はないと考えられ､地形図

のある範囲で事業地区全体を推定することbS可能であると考えられるo F/Sに際しては必要な

範囲での地形図作成を要すると考えられる.

4-8.フォロー､補足調査の必要性

前述したように､担当省である農村地域雇用省では､本案件の推進に極めて積極的である

が､今回のP/F調査では時間の制約上､既往の実施地区において現地調査を行うことができな

かった｡したがって､今後は日本側が構想する本案件の基本コンセプト､および展開方向等

について十分に協議を行うとともに､代表的な既往地域ならびに考えられる候補地域につい

て現地調査を実施することが必要と考えられる｡
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10月8日(求)
^Ju.45ヴイデイシヤK知事Nr,W.Akhter放同､^N10_30ハラ-リ地区5I丑管理事務所妨 N.P州

ポパール問,flN12.15ハラ-lJ地直末蟻地J*JI壬(農民インタビュー等)､

10月9日(木)
^NB_0ボパール空港発､flN12_30ニュ--T-リー鈴音､FIJ(2.300ECF事務所(武点IA)訪 _-■■

帆,FIND.30Jt村地J*JE用省(Dr.J.S.Sama)へ報告､fW5L20農業省(Mr.M.Kanda)ヘ報 EiiE]a
リー

ー0月ー0日(金)

^M9.3OJfCA事務所(田中次長,清水書見)へ報告,AM71.OICID(Dr.K.K.Sak8ena)歯間,
亡■■⊆l
巳ヨ岩iヨPM4_OEZl‡計官重点会(Mr.a.N.Npa[awaLa)へ報告､PM5_0日本大使虎(川上*事官.漢

山暮屯せ)ヘ報告 リー

ー0月1一日(土) Mr.FLS.SaksenaからのPqき取り.資料I理
巳■■■ヨ
･_ユ｢r

リー
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4.交換文書･打合せ内容の概要

本件調査は当初､インドの既存大規模満濃地区のうち､不完全濯概などのため､末端部に

生じた塩害､湛水被害などの環境劣化が最も著しいと想定されるビハ-ル州ガンダック地区

を対象としてAl)CAに補助金申請し､認可されたものである｡

しかし､その後にインド政府水資源省より事前の対象地区特定は不適当､その他のコメン

トがあったため､調査をより広範な内容に拡大した｡添付した文書(3種)は､その間の状
況を示すものである｡

① 当初案(ビハ-ル州ガンダック地区)について､Al)CAより水資源省に対し便宜供与依

頼を発出していただいた文書

② 水資源省からのコメント

③ 調査目的を､より広範なものにした説明用のペーパー



AGRICULTURAL DEVELOPMEW CONSULT:MS ASSOCIATION, (ADCA)

ALMT･e55I 51344 SHINBASH[.

MINATO-KU. TOgγ0. JAPAN･

Ministry of Water Resources,

Govemment of lndia

Attn. ; Mr. Mata王'rasad, Ⅰ.A.S, Secreta工y

Shrama Shakti Bahwan, RafiMarg,

NewDelhi
-

110 001

Dear Sir,

TEE.･ (03)3438-2590

Telex: 24242)1 ADCA I

F'ar: (03)3438-2584

Re : Schedule ofAI)CAmision

①.

'DATE : September 3, 1997

We have the pleasure of informing you that AgricultwalDevelopment

consultantsAssociation (ApCA) Japan is going to dispatch a swvey mission to

India from October 1 to October 12, 1997.inconnection withInprovenent of

GaLndak Large-Scale lrrigation Projec土inBihar Province.

The Missionwill consist of the following members :

1. Mr.ToruMASE : Team Leader / Water Resources Expert

2. Mr.Yasuo Matsubara : Imigationand Drainage Expert

Your kind cooperation and assistance to the ADCA Mission would be highly

appredated.

Yours very truly,

三三
President
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A GR(Cut TEFla4L DEVqLOFMENT OONSLa I:ANS AS$OC以乃岬aH)

October 1997

AD CA Fact-Finding Mi88ion

for the Improvement of lrrigated Agriculture in hdia

A. Background of the Mi88ion

The AgriculturfLI Development Con8ultant8Association (ju)CA), affiliatedof

and financiany 8POnBOl･ed by the Mimistry of Agriculture･
Fol･e8try and

Fisheries(MF) of the Government of Japan,
has decided to delegate two ODA

experts tO Indiafrom ldt to llLh October 1997 to implement preliminary Survey and

data couection a8 per the irrigated awiculture in lndia aiming atthe project

formulation in the future

B. Objectives 0f the Mi88ion

(1) Exchanging technicalviews with persons concerned about

a. present situation of imigated agriculture
in India

b. main problems 0f which existing
irrigation schemes

are conhnting with

c. probable and desirable ways and mean8
tO SOIve problem8･ and

d. probability offuture cooperation
betweenthe bothcountry a8 Per the Subject

matter

(2)Preliminary Field Survey

The Mission win visit 80me Suitable places
both in rather flat

area and hilly area
for

the purpose Of comparative judgment regarding
the matters mentioned above･

(3)Data Conection

The Mission w.ul collect data/informationaich a8 agricultural･ 80Cio-economic and

hydro-meteorologicalcenBu8 data and maps aS Well a8 the generalfeat11re8 0f
the

project8
tO be･vi8ited nece88ary forthefuture formulation of the cooperation

project8.

C. Compo8ition of the MiB8ion

Dr. T.Ma卓e

TeamLeade1･/ RuralDevelopment Expert, Board Membel･ Of International

Irrigation A/tnnngement ln8titute , concurrently
Sanyu Consultants lnc･

Mr. Y. Matubara

HydrologiBt, Sanyu Consulta (ltS Inc･
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①国家計画委員会濯概担当顧問との意見交換

②ウツタ-ルプラデシュ州上ガンガ地区打ち合わせ

③マデアブラデシュ州ベデイシヤ県知事との意見交換

④上ガンガ幹線水路から1次支線への分岐点

⑤上ガンガ地区塩害放棄地

(平坦地ファームポンド設置候補地の一例)
･

⑥上ガンガ地区湛水被害地
(平坦地ファームポンド設置候補地の一例)

⑦上ガンガ地区落差エ

(平坦地ファームポンド設置候補地の一例)

⑧上ガンガ地区煉瓦用採土跡地

(平坦地ファームポンド設置候補地の一例)

⑨上ガンガ地区末端部農民からの聞き取り

⑳マデアブラデシュ州ハラリ地区周辺の平原地形

⑳ハラリ地区左岸幹線と右岸幹線の分岐点

⑳ハラリ地区2次支線から3次支線への分岐点

(ゲートは填れたまま)

⑳ハラリ地区2次支線沿いのボローピット

(丘陵地ファームポンド設置候補地の一例)

⑯ハラリ地区落差エ

(丘陵地ファームポンド設置候補地の一例)



①国家計画委員会潅漑担当顧問との意見交換

②ウッタ一ルプラデシュ州　上ガンガ地区打ち合わせ



③マデアプラデシュ州ぺディシャ県知事との意見交換

④上ガンガ幹線水路からあ1次支線

への分岐点



⑤　上ガンガ地区塩害放棄地

（平坦地ファームポンド設置候補地の一例）

⑥　上ガンガ地区水被害地
（平坦地ファームポンド設置候補地の－1例



⑦上ガンガ地区落差工

（平坦地ファ‥ムポンド設置候補地の一例）

⑧上ガンガ地区煉瓦用採土跡地

（平坦地ファームポンド設置候補地の一例



⑨上ガンガ地区末端部農民からの聞き取り

⑩マデアプラヂシュ州ハラリ地区周辺の平原地形



汁、ノ、う　地区ノー二樟幹線とムけ幹線力分岐点

昏′、ラ十似ヰ2次支線五・ら：i次女線へ山分根上

l‘■‥卜は鱒山と毛引

⑫ハラリ地区2次支線から3次支線への分儀岐
（ゲートはこわれたまま）



⑯′・チリ地区と次女線おい山，jこロ【ヒット

（丘陵地プアーームポンド段鰹候補地山一例）・

⑬ハラリ地区2次支線沿いのバロービッ（
（丘陵地ファームポンド設置候補地の一例

丞・′、ラリ他l身許差1．

日盲隈他ソアトムポンド般爬惧補地の一叫1

⑭ハラｒ地区落差工
（丘陵地ファームポンド設置候補地一例）
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